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日

号
外

ペ
ー
ジ

一
二
五
六

土
地
収
用
法
の
規
定
に
基

づ
き
事
業
の
認
定
を
し
た

件

六

七

一
二
五
七
e

一
二
六
〇

砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を

指
定
す
る
件

七

六

一
二
六
一

船
舶
安
全
法
第
六
条
ノ
四

第
一
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
型
式
承
認
を
し
た
件

八

四

一
二
六
二

一
二
六
三

船
舶
等
型
式
承
認
規
則
第

八
条
の
規
定
に
基
づ
き
、

型
式
の
変
更
を
承
認
し
た

件

八

五

一
二
六
四

低
騒
音
型
建
設
機
械
の
指

定
に
関
す
る
件

八

五

一
二
六
五

排
出
ガ
ス
対
策
型
建
設
機

械
の
指
定
に
関
す
る
件

八

七

一
二
六
六

排
出
ガ
ス
対
策
型
原
動
機

の
認
定
に
関
す
る
件

八

八

一
二
六
七

一
二
六
八

高
速
自
動
車
国
道
に
関
す

る
件

九

六

一
二
六
九

土
地
区
画
整
理
事
業
の
事

業
計
画
の
変
更
を
認
可
し

た
件

九

七

一
二
七
〇

一
二
七
一

砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を

指
定
及
び
解
除
す
る
件

九

七

一
二
七
二

砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を

指
定
す
る
件

一
二

七

一
二
七
三

一
二
七
四

船
舶
等
型
式
承
認
規
則
第

八
条
の
規
定
に
基
づ
き
、

型
式
の
変
更
を
承
認
し
た

件

一
三

七

一
二
七
五

猪
名
川
総
合
開
発
事
業
に

関
す
る
基
本
計
画
を
廃
止

し
た
件

一
三

八

一
二
七
六

地
方
税
法
施
行
規
則
附
則

の
規
定
に
基
づ
き
国
土
交

通
大
臣
が
定
め
る
取
扱
量

を
定
め
る
件

一
三
268

二
三

一
二
七
七

港
湾
法
の
規
定
に
基
づ
き

国
土
交
通
大
臣
が
指
定
す

る
二
以
上
の
国
際
戦
略
港

湾
を
定
め
る
件

一
三
268

二
三

一
二
七
八
e

一
二
八
三

船
員
法
施
行
規
則
の
一
部

改
正
に
伴
う
関
係
告
示
の

整
備
に
関
す
る
件

一
四

六

一
二
八
四
e

一
二
八
六

砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を

指
定
す
る
件

一
四

六

一
二
八
七

住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進

等
に
関
す
る
法
律
の
規
定

に
よ
り
特
別
評
価
方
法
認

定
を
し
た
件

一
四

八

一
二
八
八

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者

等
に
係
る
国
税
関
係
法
律

の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法

律
施
行
令
の
規
定
に
基
づ

き
、
適
正
な
家
賃
の
計
算

方
法
を
定
め
る
件

一
四
269

J
N
P

一
二
八
九

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者

等
に
係
る
国
税
関
係
法
律

の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法

律
施
行
令
第
二
十
九
条
の

二
第
二
項
第
二
号
イ
]
の

規
定
に
基
づ
き
、
国
土
交

通
大
臣
が
財
務
大
臣
と
協

議
し
て
定
め
る
地
震
に
対

す
る
安
全
性
に
係
る
基
準

を
定
め
る
件

一
四
269

J
N
P

一
二
九
〇

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者

等
に
係
る
国
税
関
係
法
律

の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法

律
施
行
令
第
二
十
九
条
の

二
第
三
項
第
三
号
の
規
定

に
基
づ
き
、
家
屋
の
う
ち

居
室
、
調
理
室
、
浴
室
、

便
所
そ
の
他
の
室
で
国
土

交
通
大
臣
が
財
務
大
臣
と

協
議
し
て
定
め
る
も
の
を

定
め
る
件

一
四
269

J
N
P

一
二
九
一

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者

等
に
係
る
国
税
関
係
法
律

の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法

律
施
行
令
第
二
十
九
条
の

二
第
三
項
第
四
号
の
規
定

に
基
づ
き
、
国
土
交
通
大

臣
が
財
務
大
臣
と
協
議
し

て
定
め
る
地
震
に
対
す
る

安
全
性
に
係
る
基
準
を
定

め
る
件

一
四
269

J
N
P

一
二
九
二

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者

等
に
係
る
国
税
関
係
法
律

の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法

律
施
行
規
則
第
十
四
条
の

二
第
四
項
第
二
号
の
規
定

に
基
づ
き
、
国
土
交
通
大

臣
が
財
務
大
臣
と
協
議
し

て
定
め
る
書
類
を
定
め
る

件

一
四
269

J
N
Q

一
二
九
三

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者

等
に
係
る
国
税
関
係
法
律

の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法

律
施
行
規
則
第
十
四
条
の

二
第
六
項
第
一
号
イ
か
ら

ニ
ま
で
の
規
定
に
基
づ

き
、
国
土
交
通
大
臣
が
財

務
大
臣
と
協
議
し
て
定
め

る
書
類
を
定
め
る
件

一
四
269

J
N
R

一
二
九
四

長
尾
山
航
空
灯
台
の
供
用

を
廃
止
す
る
件

一
五

八

一
二
九
五

航
空
保
安
無
線
施
設
の
名

称
、
位
置
等
に
関
す
る
告

示
の
一
部
を
改
正
す
る
件

一
五

八

一
二
九
六

高
速
自
動
車
国
道
に
関
す

る
件

一
六

六

一
二
九
七

宅
地
建
物
取
引
業
法
の
規

定
に
基
づ
く
登
録
講
習
機

関
の
登
録
事
項
の
変
更
の

件

一
六

六

一
二
九
八

宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行

規
則
の
規
定
に
基
づ
く
登

録
実
務
講
習
実
施
機
関
の

登
録
事
項
の
変
更
の
件

一
六

六

一
二
九
九

宅
地
建
物
取
引
業
法
の
規

定
に
基
づ
く
登
録
講
習
機

関
の
登
録
を
し
た
件

一
六

六

一
三
〇
〇

国
土
交
通
省
所
管
の
補
助

金
等
の
交
付
に
関
す
る
事

務
の
一
部
を
地
方
整
備
局

長
、
北
海
道
開
発
局
長
及

び
沖
縄
総
合
事
務
局
長
に

委
任
し
た
件
の
一
部
を
改

正
す
る
件

一
六

六

™—
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